
頁 修正前 修正後 修正理由

共通項目

保健医療調整本部
保健医療活動

保健医療福祉調整本部
保健医療福祉活動

滋賀県地域防災計画の修正による

保健医療調整地方本部 保健医療福祉調整地方本部 同上

授乳室 授乳室（搾乳スペース含む） 同上

竜王警察官駐在所 竜王交番 組織変更
令和７年３月24日

心のケア こころのケア 表記統一

情報班（収集担当）
情報班（整理伝達担当）

情報班 町の活動体制（災害対策本部組織）の見直
しによる

情報班長（収集担当）
情報班長（整理伝達担当）

情報班長 同上

応急対策班（消防関係担当） 消防団 同上

救護班 住民支援教育班 同上

救護班（住民対応） 住民支援教育班（住民支援） 同上

(追加） 住民支援教育班（教育） 同上

救護班（福祉・支援）
救護班（保健・医療）

保健医療福祉班 同上

救護班長 住民支援教育班長
保健医療福祉班長

同上

竜王町地域防災計画　新旧対照表（共通）
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頁 修正前 修正後 修正理由

第１章 計画の目的および方針 第１章 計画の目的および方針

第４節　南海トラフ地震防災対策推進計画 第４節　南海トラフ地震防災対策推進計画

総-3 「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」（令和元年５月
31 日変更）

「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」（令和３年５月
25 日変更）

時点修正

第６節　計画の基本方針 第６節　計画の基本方針

第１ 計画の基本理念 第１ 計画の基本理念

総-５ 竜王町の地域特性や今後の開発動向、過去の災害の教
訓を踏まえ、住民の生命、身体および財産を災害から守
るとともに、竜王町の安全性をよりいっそう高めるため、
基盤整備等により、災害に強いまちづくりを実現する。

竜王町の地域特性や今後の開発動向、過去の災害の教
訓や新型コロナウイルス感染症流行時の経験も踏まえ、
住民の生命、身体および財産を災害から守るとともに、
竜王町の安全性をよりいっそう高めるため、基盤整備等
により、災害に強いまちづくりを実現する。

滋賀県地域防災計画の修正による

竜王町地域防災計画（第１編　総則）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

第１章　災害に強い「基盤」づくり 第１章　災害に強い「基盤」づくり
第３節　電力・ガス施設災害予防対策 第３節　電力・ガス施設災害予防対策
第１　電力施設の災害予防対策 第１　電力施設の災害予防対策
１ 電力設備の災害予防措置 １ 電力設備の災害予防措置

予-6 関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、
保有する送電施設、変電施設、配電施設等の電力設備
に対して災害の発生を未然に防止するため、次の対策を
実施する。
（省略）
追加

関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、
それぞれの会社が保有する電力設備に対して災害の発
生を未然に防止するため、次の対策を実施する。
（省略）
（７）震災対策

滋賀県地域防災計画の修正等による

３ 復旧用資機材等の確保および整備 ３ 復旧用資機材等の確保および整備
予-6 関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、

災害に備え、次の事項を実施する。
（６）復旧用資機材の仮置場の確保

関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、
災害の発生に備え、次の事項を実施する。
（６）復旧用資機材等の仮置場の確保

滋賀県地域防災計画の修正による

４　電気事故の防止 ４　電気事故の防止
予-7 関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、

電気設備による公衆災害事故や電気火災を未然に防止
するため、次の事項を実施する。

関西電力および関西電力送配電は、電気設備による公
衆感電事故や電気火災を未然に防止する。

滋賀県地域防災計画の修正による

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

予-7 （２）広報活動
①電気事故防止ＰＲ
災害による断線、電柱の倒壊、折損等のよる公衆感電事
故の防止を図るほか、電気火災を未然に防止するため、
一般公衆に対し広報活動を行う。

（２）広報活動
ア　電気事故防止ＰＲ
災害による断線、電柱の倒壊、折損等のよる公衆感電事
故の防止を図るほか、電気火災を未然に防止するため、
一般公衆に対し、次の事項を中心に広報活動を行う。
① 無断 昇柱、無断工事をしないこと。
② 電柱の倒壊、折損、電線の断線、垂下等、設備の異常
を発見した場合は、 速やか に送配 電コンタクトセンター
に通報すること。
③ 断線垂下している電線には、絶対にさわらないこと。
④ 浸水、雨漏り等により冠水した屋内配線、電気器具等
は危険なため、安全装置として漏電ブレーカーを取付け
すること、および必ず電気店等で点検してから使用する
こと。
⑤ 大規模地震時の電気火災の発生抑制のため、感震ブ
レーカーを取付すること、および電気工事店等で点検し
てから使用すること。
⑥ 屋外に避難するときは、安全器またはブレーカーを必
ず切ること。
⑦ 電気器具を再使用するときは、ガス漏れのないことや
器具の安全を確認すること。
⑧ その他事故防止のため留意すべき事項。

同上

予-7 ②ＰＲの方法
電気事故防止ＰＲについては、常日頃からテレビ、ラジ
オ、新聞等の報道機関、ホームページおよびＳＮＳ等を利
用するほか、パンフレット、チラシ等を作成、配布し認識を
深める。

イ　ＰＲの方法
電気事故防止ＰＲについては、常日頃からテレビ、ラジ
オ、新聞等の報道機関 、ホームページおよびＳＮＳ 等を
利用するほか、パンフレット、チラシ等を作成、配布し認
識を深める。
また、必要に応じて、自治体が所管する防災無線や防災
メール等を活用し町民へ周知する。

同上

予-7 ③停電関連 ウ　停電関連 記号修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第４節　通信放送施設等災害予防対策 第４節　通信放送施設等災害予防対策
第２　竜王町防災行政情報システム整備 第２　竜王町防災行政情報システム整備

予‐10 災害時における情報伝達の迅速、正確、円滑性を図り、
災害応急対策等を的確に処理し、総合的防災体制を確
立させ、住民の生命財産の安全を確保することおよび平
常時には、一般行政事務の効率化を図ることを目的と
し、令和元年度から２年度にかけて本設備を設置する。

災害時における情報伝達の迅速、正確、円滑性を図り、
災害応急対策等を的確に処理し、総合的防災体制を確
立させ、住民の生命財産の安全を確保することおよび平
常時には、一般行政事務の効率化を図ることを目的と
し、令和元年度から２年度にかけて竜王町防災行政情報
システムを整備している。

文言修正

第6節　土砂災害予防対策 第6節　土砂災害予防対策
第４　危険な盛土等への対策

予‐19 (新規） 県は、危険な盛土等による災害から町民の生命および財
産を守るため、「宅地造成及び特定盛土等規制法」（以
下、「盛土規制法」という。）に基づき、一定規模以上の盛
土等を規制する。また、県は、危険が確認された盛土等
について、盛土規制法などの各法令に基づき、速やかに
監督処分や撤去命令等の行政処分を行い、盛土等に
よって発生する災害を防止する。
町は、県と連携し情報共有を図るとともに必要な措置を
とる。
なお、県が令和５年度に既存盛土の分布を把握する基礎
調査を実施した結果、本町における既存盛土は６１箇所
確認されているが応急対策が必要な箇所はない。

滋賀県地域防災計画の修正による

第９節　道路施設災害予防対策 第９節　道路施設災害予防対策
第４　アンダーパス等の災害予防

予ｰ24 （新規） 道路管理者は、アンダーパス（交差する鉄道や道路など
の下を通過するため、周辺より低くなっている道路）にお
ける冠水対策等の水害防止対策を行うものとする。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第２章　災害に備えた「しくみ」づくり 第２章　災害に備えた「しくみ」づくり
第４節　避難体制の整備 第４節　避難体制の整備等
第２　避難路・避難場所選定 第２　避難路・避難場所選定

予‐46 ２　避難場所の選定
（２）避難所（指定緊急避難場所および指定避難所）
指定緊急避難場所は、災害が発生し、または発生するお
それがある場合にその危険から逃れるための避難場所
であり、指定避難所は、災害の危険性があり避難した住
民等を災害の危険性がなくなるまでに必要な間滞在さ
せ、または災害により家に戻れなくなった住民等を一時
的に滞在させるための施設である。指定緊急避難場所と
指定避難所とは、相互に兼ねることができる。
指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなされて
いることおよび避難の際には発生するおそれのある災害
に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべき
であることについて、日頃から住民等への周知徹底に努
めるものとする。特に、指定緊急避難場所と指定避難所
が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては
当該施設に避難することが不適当である場合があること
を日頃から住民等への周知徹底に努めるものとする。
（省略）

２　避難場所の選定
（２）避難所（指定緊急避難場所および指定避難所）
指定緊急避難場所は、災害が発生し、または発生するお
それがある場合にその危険から逃れるための避難場所
であり、指定避難所は、災害の危険性があり避難した住
民等を災害の危険性がなくなるまでに必要な間滞在さ
せ、または災害により家に戻れなくなった住民等を一時
的に滞在させるための施設である。指定緊急避難場所と
指定避難所とは、相互に兼ねることができる。日頃から
指定避難所の場所 、収容人数 、家庭動物の受入れ方法
等について 、住民への周知徹底を図るものとする。
また、指定緊急避難場所は災害種別に応じて指定がなさ
れていることおよび避難の際には発生するおそれのある
災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択す
べきであることについて、日頃から住民等への周知徹底
に努めるものとする。特に、指定緊急避難場所と指定避
難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害におい
ては当該施設に避難することが不適当である場合がある
ことを日頃から住民等への周知徹底に努めるものとす
る。
（省略）

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第９　被災者支援の仕組みの整備
予‐54 （新規） 町は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する部局

を明確化し、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント
（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が
連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に
実施する取組）などの被災者支援の仕組みの整備等に
努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

第５節　食糧、生活必需品等の調達・確保 第５節　食糧、生活必需品等の調達・確保
第２　生活必需品の調達・確保 第２　生活必需品等の調達・確保

予-55 町は、家屋の倒壊、破損、焼失等による被災者を保護す
るための寝具類、日用品等の生活必需品の備蓄や調達
に努める。

町は、家屋の倒壊、破損、焼失等による被災者を保護す
るための寝具類、日用品その他の生活必需品や感染症
対策に必要な物資の備蓄や調達に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

予‐５５ １　生活必需品の備蓄
調達が可能な物資を除き、備蓄する生活必需品の種類
および量、調達方法、備蓄している生活必需品の供出方
法等を具体的に定める。その際、次に掲げる品目の備蓄
に努める。

１　生活必需品の備蓄
調達が可能な物資を除き、備蓄する生活必需品の種類
および量、調達方法、備蓄している生活必需品等の供出
方法等を具体的に定める。その際、次に掲げる品目の備
蓄に努める。
なお、選定にあたっては女性職員等の意見を聞くものと
する。

滋賀県地域防災計画の修正による

第４　事業者等との連携体制の構築
予‐56 （新規） 町は、災害時の食料・生活必需品の確保やこれらの物資

を迅速に被災地へ輸送するため流通事業者や物流事業
者、関係団体との間で応援協定を締結 し、定期的に連
絡先等の交換や訓練を通じて、人員や資機材等の速や
かな確保や 運営の実効性を高め、 連携の強化を進め
る。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第４　地域・家庭における備蓄 第５　地域・家庭における備蓄
予-56 町は、防災週間や防災関連行事等を通じ、自主防災組

織等が中心となって、地域の防災活動拠点等に非常食・
生活必需品の備蓄を推進するよう啓発する。また、家庭
においても、自らの命は自ら守るという考えのもと、日ご
ろから非常食や生活必需品（携帯トイレ、トイレットペー
パー等や救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池などの非常
持出品）の備蓄を推進するよう啓発する。
備蓄の目安としては、食糧、生活必需品、飲料水を７日
分程度とする。

町は、防災週間や防災関連行事等を通じ、自主防災組
織等が中心となって、地域の防災活動拠点等に非常食・
生活必需品の備蓄を推進するよう啓発する。また、家庭
においても、自らの命は自ら守るという考えのもと、日ご
ろから非常食や生活必需品（携帯トイレ、トイレットペー
パー等や救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池などの非常
持出品）の備蓄を推進するよう啓発する。
備蓄の目安としては、家族構成に応じた食糧、生活必需
品、飲料水を７日分程度とする。

滋賀県地域防災計画の修正による
（消防庁防災業務計画の修正）

第５　備蓄品の管理 第６　備蓄品の管理 番号繰り下げ
第６節　緊急輸送体制の整備 第６節　緊急輸送体制の整備

予‐57 大規模災害時においては、必要な物資、資機材、人員お
よび被災者、避難者等を広域的に緊急輸送する必要が
あるため、町は、道路・空路両面に分けて、それぞれの輸
送ルートの環境整備を図る。

大規模災害時においては、必要な物資、資機材、人員お
よび被災者、避難者等を広域的に緊急輸送する必要が
あるため、町は、道路・空路両面に分けて、それぞれの輸
送ルートの環境整備を図る。
さらに、町は、事前に物資調達・輸送調整等支援システム
を用いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登
録されている物資の輸送拠点を速やかに開設するととも
に、効率的な運営ができる よう、物資の輸送拠点の管理
者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備
蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準備
に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

予-58 （追加） ３　輸送手段の確保
町は、物資等の輸送にあたっては、災害時応援協定を締
結している事業者等に対し、輸送の実施を依頼し行う。
特に交通の途絶等により地域が孤立した場合でも食料・
飲料水・医薬品等の救援物資の緊急輸送が可能となる
よう、防災関係機関への支援を依頼し輸送手段の確保に
努める。

同上

予‐58 （追加） ４　緊急通行車両に係る民間事業者等に対する周知
町は、県と連携し、輸送協定を締結した民間事業者等の
車両については、緊急通行車両として、災害発生より前
において、緊急通行車両確認証明書および標章の交付
を受けることができることから、民間事業者等に対して周
知を行うとともに、自らも緊急通行車両の事前の確認を
積極的に申し出るなど、その普及を図る。

同上

第２章　災害に備えた「しくみ」づくり 第２章　災害に備えた「しくみ」づくり
第７節　要配慮者の安全確保と支援体制の強化 第７節　要配慮者の安全確保と支援体制の強化
第１　在宅の要配慮者に対する避難体制 第１　在宅の要配慮者に対する避難体制

予-59 ２　安否確認・避難誘導体制の整備
（１）避難行動要支援者登録制度
（省略）
・登録台帳は、生活安全課で保管するとともに、消防機
関、警察、自治会（区）、消防団、民生委員児童委員に提
供して情報を共有する。また、庁内避難行動要支援者名
簿は生活安全課が管理を行い、災害発生時には町災害
対策本部が関係支援団体に対して開示する。

２　安否確認・避難誘導体制の整備
（１）避難行動要支援者登録制度
（省略）
・登録台帳は、生活安全課で保管するとともに、消防機
関、警察、自治会（区）、消防団、民生委員児童委員に提
供して情報を共有する。また、庁内避難行動要支援者名
簿は生活安全課が管理を行い、災害発生時には町災害
対策本部が関係支援団体（DMAT 、DHEAT などの支
援組織や応援自治体職員など）に対して開示する。

滋賀県地域防災計画を参考に修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第３　避難所における要配慮者への配慮 第３　避難所における要配慮者への配慮
予-61 １　要配慮者に配慮した施設の整備

町は、避難所となる公共施設を「だれもが住みたくなる福
祉滋賀のまちづくり条例」に基づいて、バリアフリーの視
点を取り入れ、国の「避難所における良好な生活環境の
確保に向けた取組指針」、「避難所運営ガイドライン」、
「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン」や県作
成の「誰もが安心して利用できるための避難所チェック
13 項目」等を参考に、障がい者トイレ、スロープ、手摺
り、ファクシミリ等の整備を進める。
（省略）

１　要配慮者に配慮した施設の整備
町は、避難所となる公共施設を「だれもが住みたくなる福
祉滋賀のまちづくり条例」に基づくユニバーサルデザイン
の視点から、 国の「避難所における良好な生活環境の確
保に向けた取組指針」「避難所運営ガイドライン」「避難所
におけるトイレの確保・管理ガイドライン」や県作成の「誰
もが安心して利用できるための避難所チェック 13 項
目」等を参考に、 バリアフリー トイレ、スロープ、手摺り、
ファクシミリ等の整備を進めるとともに、日本語の理解が
困難な外国人に配慮し、やさしい日本語や多言語による
案内表示、情報提供に努める。
（省略）

滋賀県地域防災計画に修正による

第4　男女共同参画をはじめとする多様な視点を取り入
れた防災対策

予-62 （新規） 町は、災害時の男女のニーズの違いなど男女双方の視
点に加え、性的指向・ ジェンダーアイデンティティ に関し
て配慮が必要な人などの視点から配慮するよう努める。
また、男女共同参画の視点からの取組が進められるよ
う、防災会議における女性委員の積極的な登用や、平常
時および災害時における防災担当部局と男女共同参画
担当部局が連携した体制整備に努めるものとする。
さらに、家庭動物の飼養の有無による被災時のニーズの
違いにも配慮するよう努める。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第５　障害者の防災情報取得等に関する施策の推進

予-62 （新規） 町は、障害の種類および程度に応じて障害者が防災に
関する情報を迅速かつ確実に取得することができるよう
にするため、体制の整備充実、設備または機器の設置の
推進その他の必要な施策を講じるよう努めるものとす
る。
町は、障害の種類および程度に応じて障害者が緊急の
通報を円滑な意思疎通により迅速かつ確実に行うことが
できるようにするため、多様な手段による緊急の通報の
仕組みの整備の推進その他の必要な施策を講じるよう
努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

第４　防災知識の普及 第６　防災知識の普及 番号繰り下げ
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第11節　その他協定の締結等 第11節　その他協定の締結等
第３　協力企業登録制度の創設 第３　協力企業登録制度の創設

予-73 （追加） 応援協定の新規締結による追加
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第２編　災害予防計画）　新旧対照表

第3章　地域防災を支えう「人」づくり 第3章　地域防災を支えう「人」づくり
第１節　防災知識の普及と防災意識の高揚 第１節　防災知識の普及と防災意識の高揚
第７　言い伝えや教訓の継承 第７　言い伝えや教訓の継承

予-78 町は、県および各防災関係機関と連携し、大規模災害に
関する調査分析結果や映像、石碑やモニュメントを含め
た各種資料の収集、保存、公開等により、町民が災害の
教訓を伝承する取組を支援するよう努める。また、町民
は、過去に発生した災害に関する言い伝えや、過去の災
害の教訓等を、大人から子どもへ語り継ぐ機会を設けた
り、郷土史に編纂したりする等、これらが風化することな
く後世に継承されるように努める。

町は、県および各防災関係機関と連携し、大規模災害に
関する調査分析結果や映像、石碑やモニュメント等自然
災害伝承碑を含めた各種資料の収集、保存、公開等によ
り、町民が災害の教訓を伝承する取組を支援するよう努
める。また、町民は、過去に発生した災害に関する言い伝
えや、過去の災害の教訓等を、大人から子どもへ語り継
ぐ機会を設けたり、郷土史に編纂したりする等、これらが
風化することなく後世に継承されるように努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

第３節　自主防災組織等の整備 第３節　自主防災組織等の整備
第１　自主防災組織等の育成 第１　自主防災組織等の育成

予-81 ３ 人材の育成
町は、各種地域コミュニティ活動の中心的な人材や消防
職員ＯＢ、警察官ＯＢ等の人材を発掘し、研修や訓練を
通じてリーダーの育成を図る。その際、女性の参画の促
進を図る。

３ 人材の育成
町は、各種地域コミュニティ活動の中心的な人材や消防
職員ＯＢ、警察官ＯＢ等の人材を発掘し、男女共同参画
の視点を取り入れた研修や訓練を通じてリーダーの育成
を図る。
なお、自主防災活動に多様な意見が反映されるための手
段の一つとして、自主防災組織の責任者又は副責任者
への女性の登用や、防災委員等役員への女性の配置な
ど、女性の参画が促進されるようにする。
仕事別の班分けにあたっては、各班に男女とも配置し、
作業が性別により偏らないようにする。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

第１章 活動体制の確立 第１章 活動体制の確立

第１節　風水害等に対する活動体制 第１節　風水害等に対する活動体制

第１　竜王町防災組織活動体制 第１　竜王町防災組織活動体制

応-2 町域に災害が発生し、または発生するおそれがある場合
に、被害を最小限に止めるために災害応急対策を迅速・
適切に実施する必要がある。
注意報または警報が発表された時点で「警戒体制」をと
り、気象、水防等の情報収集およびその通報にあたる。
警報が発表され、局地的に災害が発生または災害の発
生が確実に予想されるときは、災害警戒本部を設置す
る。
災害が発生し町長が必要と認めたときは、災害対策本部
を設置する。

町域に災害が発生し、または発生するおそれがある場合
に、被害を最小限に止めるために災害応急対策を迅速・
適切に実施する必要がある。
注意報または警報が発表された時点で「警戒体制」をと
り、気象、水防等の情報収集およびその通報にあたる。
警報が発表され、局地的に災害が発生または災害の発
生が確実に予想されるときは、災害警戒本部を設置す
る。
災害が発生し町長が必要と認めたとき、または大規模な
災害のおそれがあり、その災害の規模、地域の状況等を
勘案し、災害応急対策を推進するために町長が必要と認
めたときは、災害対策本部を設置する。
なお、災害対応にあたっては、継続した訓練の実施や、過
去の災害教訓を踏まえ、災害対応体制の強化に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-3
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応‐11 ３　災害対策本部の組織と事務分掌
町に災害対策本部を設置したときは、他に設置されてい
る町水防本部は、災害対策本部に統合し、組織の一元化
を図る。
本部組織は、災害対策本部組織表のとおりであり、緊急
の事務分掌に基づき、各業務の処理をする。

３　災害対策本部の組織と事務分掌
町に災害対策本部を設置したときは、他に設置されてい
る町水防本部は、災害対策本部に統合し、組織の一元化
を図る。
本部組織は、災害対策本部組織表のとおりであり、緊急
の事務分掌に基づき、各業務の処理をする。本部組織
は、被害状況により災害対策本部第1本部体制から第２
本部体制への移行できるものとする。
各班長は班内の連絡調整を行い、各業務を円滑に処理
するとともに、他班の支援等を行うものとする。また、災
害応急対策においては、高度な知識や経験が求められ
るため、専門知識や経験を持つ職員が所属の班を超え
て、災害対応職員アドバイザーとして助言や支援を行え
るものとする。

災害対策本部の組織の見直しによる
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-13～
応-28

災害対策本部組織表の見直しによる
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

 23



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

 30



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第2節　震災に対する活動体制 第2節　震災に対する活動体制

第１　竜王町防災組織活動体制 第１　竜王町防災組織活動体制
応‐29 町域または隣接する市に地震が発生した場合に、被害を

最小限に止めるために災害応急対策を迅速・適切に実
施する必要がある。
震度に応じて、一般の業務の範囲を強化してその責務を
遂行するために総合的な活動体制を確立する。

町域または隣接する市に地震が発生した場合に、被害を
最小限に止めるために災害応急対策を迅速・適切に実
施する必要がある。
震度に応じて、一般の業務の範囲を強化してその責務を
遂行するために総合的な活動体制を確立する。
災害対応にあたっては、継続した訓練の実施や、過去の
災害教訓を踏まえ、災害対応体制の強化に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

第４節　初動期における活動 第４節　初動期における活動

第２　相互協力体制 第２　相互協力体制
応-47 （追加） ５　応援職員の受け入れ

町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅
速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うため
の受援体制の整備に努めるものとする。
特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担当
者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うも
のとする。その際、感染症対策のため、適切な空間の確
保に配慮するものとする。また、応援職員等の宿泊場所
の確保が困難となる場合も想定して、応援職員等に対し
て紹介できる、ホテル・旅館、公共施設の空きスペース、
仮設の拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場所とし
て活用可能な施設等 のリスト化に努めるものとする。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第２章　情報収集伝達・警戒活動体制 第２章　情報収集伝達・警戒活動体制

第１節　情報の収集・伝達 第１節　情報の収集・伝達

第２ 気象予警報伝達 第２ 気象予警報伝達

応‐55 １ 警報、注意報等の種別
（６）竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激
しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報が
発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の
発生しやすい気象状況になっているときに、滋賀県南
部、北部で発表される。
（省略）

１ 警報、注意報等の種別
（６）竜巻注意情報
積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激
しい突風に対して注意を呼びかける情報で、竜巻等の激
しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに、
滋賀県南部、北部で発表される。
（省略）

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第４　被害状況の収集および調査 第４　被害状況の収集および調査
応-65 ２　初動期における被害状況の収集・把握

＜被害状況の収集・把握＞
２　初動期における被害状況の収集・把握
＜被害状況の収集・把握＞

活動体制の見直しによる
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-66 ３　初動期以降の被害状況の収集・把握
初動期以降の情報収集は、それぞれの各班が行うものと
し、各班は、自己の班に属する被害状況を収集・把握し、
速やかに情報班へ報告する。
なお、自己の班に属さない被害であっても、緊急の報告
を受けた場合は、速やかに情報班へ報告する。
（省略）
把握する内容と実施担当は、次のとおりである。

３　初動期以降の被害状況の収集・把握
初動期以降の情報収集は、それぞれの各班が行うものと
し、各班は、自己の班に属する被害状況を収集・把握し、
速やかに情報班（第２本部体制時は本部事務局）へ報告
する。
なお、自己の班に属さない被害であっても、緊急の報告
を受けた場合は、速やかに情報班（第２本部体制時は本
部事務局）へ報告する。
（省略）
把握する内容と実施担当は、次のとおりである。

同上

 38



頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第3章　消防・救急救助・医療救護対策 第3章　消防・救急救助・医療救護対策

第２節　医療・救護対策 第２節　医療・救護対策

第１　医療・救護の体制 第１　医療・救護の体制

応-75 2　医療・救護体制の整備
町本部（救護班保健・医療担当）は、近江八幡市蒲生郡
医師会、地元医療機関の協力を得て、町の医療救護班
を編成する。

2　医療・救護体制の整備
町本部（保健医療福祉班）は、近江八幡市蒲生郡医師
会、地元医療機関の協力を得て、町の保健医療福祉調
整本部を編成する。
保健医療福祉調整本部の本部長は、町の統括保健師と
し、副本部長は国民健康保険歯科診療所長とする。

活動体制の見直しによる

応-75 ３　構成員および役割
救護班保健・医療担当（町）
①医療救護本部の設置および運営に関すること

３　構成員および役割
保健医療福祉班（町）
①町の保健医療福祉調整本部の設置および運営に関す
ること

同上

応-75 近江八幡市蒲生郡医師会
①医療救護班、こころのケアチームの編成および医療救
護活動に関すること

近江八幡市蒲生郡医師会
①保健医療福祉調整本部、こころのケアチームの編成お
よび医療救護活動に関すること

同上

応-75 歯科医師会
①歯科医療救護班の編成および歯科医療救護活動に関
すること

歯科医師会
①保健医療福祉調整本部の編成および歯科医療救護活
動に関すること

同上

応-75 （追加） 災害医療コーディネーター
①保健医療福祉調整本部の活動の対する助言等

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-75 ４　県への救護要請
町の救護班のみでは応急対策が困難であると救護班長
が判断した時は、滋賀県保健医療調整東近江地方本部
を通じて、滋賀県保健医療福祉調整本部に必要な支援
を要請するとともに、日本赤十字社滋賀県支部にも応援
協力を要請する。

４　県への救護要請
町の保健医療福祉班のみでは応急対策が困難であると
保健医療福祉班長（保健医療福祉調整本部を設置した
場合は本部長）が判断した時は、滋賀県保健医療福祉調
整東近江地方本部を通じて、滋賀県保健医療福祉調整
本部に必要な支援を要請するとともに、日本赤十字社滋
賀県支部にも応援協力を要請する。

同上

応-75 ５　救護活動
（１）町本部（救護班保健・医療担当）は、災害の状況に即
応し、医療救護班の出動により救護活動を行う。町の能
力で収拾できないときは近江八幡市蒲生郡医師会ある
いは最寄りの医療機関や近江八幡市立総合医療セン
ター等に応援を要請するとともに、滋賀県保健医療調整
東近江地方本部に応援協力を要請する。

５　救護活動
（１）町本部（保健医療福祉班）は、災害の状況に即応し、
救護活動を行う。町の能力で収拾できないときは近江八
幡市蒲生郡医師会あるいは最寄りの医療機関や近江八
幡市立総合医療センター等に応援を要請するとともに、
滋賀県保健医療福祉調整東近江地方本部に応援協力
を要請する。

同上

応-75 （２）町本部（救護班保健・医療担当）は、被災地の状況に
応じ、竜王小学校、竜王西小学校、総合運動公園等に救
護所を設置する。なお、医療救護の本部は、竜王町保健
センターとする。

（２）町本部（保健医療福祉班）は、被災地の状況に応じ、
竜王小学校、竜王西小学校、総合運動公園等に救護所
を設置する。なお、保健医療福祉調整本部は、竜王町防
災センターとする。

同上

応-76 (3)町本部（救護班保健・医療担当）は、医療救護班を出
動させることが困難なとき、（１）により医療救護に係わる
協力要請を行う。また、災害の規模等によっては、医療救
護班を派遣することなく医療機関において、罹災者の救
護を行う。

(3)町本部（保健医療福祉班）は、保健医療福祉調整本
部を出動させることが困難なとき、（１）により医療救護に
係わる協力要請を行う。また、災害の規模等によっては、
保健医療福祉調整本部を派遣することなく医療機関に
おいて、罹災者の救護を行う。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第４章　避難収容対策 第４章　避難収容対策

第１節　避難対策 第１節　避難対策

第６　帰宅困難者対策計画 第６　帰宅困難者対策計画

応-90 災害による交通機関の停止等で、滞留する外出者および
観光客、通勤・通学者が帰宅困難者となることが想定さ
れる。このため、町本部は県本部と協力し、「むやみに移
動を開始しない」という基本原則の周知・徹底を図り、家
族等への安否確認の連絡体制、企業や学校などでの一
時滞在、観光施設や商業施設周辺での一時滞在施設の
確保などの対策を実施する。

災害による交通機関の停止等で、駅周辺に滞留する外
出者および観光客、通勤・通学者が帰宅困難者となるこ
とが想定される。
このため、町本部は県本部と協力し、「むやみに移動を開
始しない」という基本原則の周知・徹底を図り、家族等へ
の安否確認の連絡体制、企業や学校などでの一時滞在、
観光施設や商業施設周辺での一時滞在施設の確保など
の対策を実施する。
また、平常時から、県内外への移動者および企業・学校・
施設等に対し、一斉帰宅の抑制や災害時の情報収集手
段等、対策に係る周知啓発に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第２節　避難所の開設・運営 第２節　避難所の開設・運営

第４　避難所の運営 第４　避難所の運営
応-95 （３）避難所においては、飲料水、食糧、毛布、医薬品等の

生活必需品やテレビ、ラジオ、仮設トイレ等必要な設備、
備品を確保する。

（３）避難所においては、飲料水、食糧、毛布、医薬品等の
生活必需品やテレビ、ラジオ、仮設トイレ等必要な設備、
備品を確保する。
また、避難所の生活環境を確保するため、簡易トイレ、ト
イレカー、トイレトレーラー等を組み合わせ、より快適なト
イレの設置に配慮するよう努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-95 （５）避難所の運営にあたっては、照明、換気等の生活環
境や各種情報の伝達に留意するとともに、避難の長期化
等必要に応じてプライバシーの確保、男女別のトイレ・更
衣室を用意する等、男女のニーズの違い（特に、女性専
用の物干し場、更衣室、授乳室等）を考慮する。男女双
方の視点等に配慮するため、避難所の運営に女性の参
画の促進に努める。

（５）避難所の運営にあたっては、照明、換気等の生活環
境や各種情報の伝達に留意するとともに、避難の長期化
等必要に応じてプライバシーの確保に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による
現計画の（５）を分割して記載

応-95 （６）避難所の運営における女性の参画を推進するととも
に、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に加え、性
的指向・ジェンダーアイデンティティに関して配慮が必要
な人などの視点に配慮する。特に、女性専用の物干し
場、更衣室、授乳室（搾乳スペース含む）の設置や生理
用品、女性用下着の女性による配布、避難所における安
全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した
避難所の運営に努める。
また、女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止
するため、女性や子ども等の安全に配慮するよう努める
ものとする。また、警察、病院、女性支援団体との連携の
もと、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努め
る。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-95 （６）避難所には、必要に応じて、その運営を行うために
町の職員を派遣する。また、保健師等を派遣し、巡回健
康相談等を実施する。さらに、避難所の安全の確保と秩
序のため必要な場合には、警察官の協力を要請する。

（７）避難所には、必要に応じて、その運営を行うために
町の職員を派遣する。また、保健師等を派遣し、巡回健
康相談等を実施する。さらに、避難所の安全の確保と秩
序のため必要な場合には、警察官の協力を要請する。

番号繰り下げ

応-95 （７）心の健康（心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等）に
関する相談窓口を設置する。

（８）心の健康（心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等）に
関する相談窓口を設置する。

同上

応-95 （８） 環境の変化等から生じる健康不安（生活不活発病
やエコノミークラス症候群など）の早期発見に努める。

（９） 環境の変化等から生じる健康不安（生活不活発病
やエコノミークラス症候群など）の早期発見に努める。

同上

応-95 （９）被災者生活支援に関する情報を提供する（紙媒体で
も可）。

（10）被災者生活支援に関する情報を提供する（紙媒体
でも可）。

同上

応-95 （追加） （11）避難所責任者は指定避難所における生活環境が常
に良好なものであるよう努める。そのため、避難所開設
当初からパーティションや段ボールベッド等の簡易ベッド
を設置するよう努めるとともに、あらかじめ避難所内の
空間配置図、レイアウト図などの施設の利用計画を作成
するよう努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-96 （10）要配慮者への配慮（下記の事項）
d.高齢者、障がい者、乳幼児等に配慮した食料の支給

（12）要配慮者への配慮（下記の事項）
d.高齢者、障がい者、乳幼児等に配慮した栄養バランス
のとれた適温の食事や、入浴、洗濯等の生活に必要とな
る水の確保、福祉的な支援の実施など、必要な措置を講
じるよう努める。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-96 （11）避難所運営マニュアルは以下の内容を含むものと
する。
（省略）

（13）避難所運営マニュアルは以下の内容を含むものと
する。
（省略）

番号繰り下げ

応-96 （１２）飼育動物の対応
a.災害時におけるペットの取扱いは、「人とペットの災害
対策ガイドライン」（環境省作成）に基づき、飼い主による
ペットの飼養管理を基本する。町は、県および関係団体
と連携し、必要な支援を行うよう努める。災害対策本部、
避難所派遣職員、施設管理者、避難者ごとの役割
b.町は、適切な避難行動を推進災害時におけるペットの
取扱いは、「人とペットの災害対策ガイドライン」（環境省
作成）に基づき、飼い主によるペットの飼養管理を基本す
る。町は、県および関係団体と連携し、必要な支援を行う
よう努める。する観点から、指定避難所にペットの同行避
難のために必要なペット用スペース等の確保に努める。

（14）飼育動物の対応
a.災害時におけるペットの取扱いは、「人とペットの災害
対策ガイドライン」（環境省作成）に基づき、飼い主による
ペットの飼養管理を基本する。町は、県および関係団体
と連携し、必要な支援を行うよう努める。
b.町は、避難所にペットと同行避難した被災者について
適切に受け入れるとともにペットの受け入れ状況の把握
と同行避難のために必要なペット用スペース等の確保に
努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-96 （13）指定避難所の感染症対策
感染症の流行時においては、避難者等に対する手洗い、
咳エチケット等の基本的な感染症対策の徹底、避難所内
の十分な換気、避難者同士の十分なスペースの確保に
努める。また、感染症の症状がある者の専用スペースや
トイレを確保し、他の避難者との動線を区分するなど、感
染症の予防・蔓延防止のための対策を行うものとする。

（15）指定避難所の感染症対策
新型インフルエンザ等感染症等（指定感染症および新感
染症を含む。）発生時における被災に備えて、避難所に
おける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り
入れた防災対策を推進する必要があることから、 「新型
コロナウイルス感染症対策のための避難所運営ガイドラ
イン【避難所運営実務者向け】（滋賀県作成）」等を参考
に 避難者の健康管理、避難所の衛生管理や適切な空間
の確保等の 感染症対策 に取り組むこととする。 感染症
患者が発生した場合の対応を含め、平常時から防災担
当部局と保健福祉担当部局が連携し対応策を検討す
る。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第２　避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援

応-97 （新規） （１）在宅避難者
　町は、在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで
避難者等を受け入れることが困難となる場合に備えて、
あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用し
やすい場所に在宅避難者等の支援のための拠点を設置
すること等、在宅避難者等の支援方策を検討するよう努
めるものとする。
　また、在宅避難者等の支援拠点が設置された場合は、
利用者数、食料等の必要な物資数等を集約し、必要に応
じ物資の補充等の支援を行うものとし、被災者支援にか
かる情報を支援のための拠点の利用者に対しても提供
するものとする。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-97 （新規） （２） 車中泊避難者
　町は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者
が発生する場合に備えて、あらかじめ、地域の実情に応
じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、
車中泊避難者の支援方策を検討するよう努める。その
際、車中泊を行うに当たっての健康上の留意点等の広報
や車中 泊避難者の支援に必要な物資の備蓄に努める。
　また、車中泊避難を行うためのスペースが設置された
場合は、車中泊避難を行うためのスペースの避難者数、
食料等の必要な物資数等を集約し、必要に応じ物資の
補充等の支援を行うとともに、被災者支援にかかる情報
を車中泊避難を行うためのスペースの避難者に対しても
提供する。この際、車中泊避難の早期解消に向け、必要
な支援の実施等に配慮するよう努める。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第5章　交通対策、緊急輸送対策

第1節　災害時の警備・交通規制 第1節　災害時の警備・交通規制

第2　交通規制 第2　交通規制

応-101 １　交通状況の把握
県警察本部は、現場の警察官、関係機関からの情報の
ほか、交通監視カメラ、車両感知機等を活用して、通行
可能な道路や交通状況を迅速に把握する。

１　交通状況の把握
県警察は、現場の警察官、関係機関からの情報のほか、
交通監視カメラ、車両感知機、光ビーコン等を活用して、
通行可能な道路や交通状況を迅速に把握する。

滋賀県地域防災計画の修正による

第２節　交通輸送対策 第２節　交通輸送対策

第2　交通の確保 第2　交通の確保

応-106 （２）道路啓開等
①道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生し
た場合には、緊急通行車両の通行を確保するため緊急
の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命
令を行うものとする。運転者がいない場合等において
は、道路管理者は、自ら車両の移動等を行うものとする。
②国土交通大臣は、道路管理者である県および市町に
対し、知事は、道路管理者である市町に対し、必要に応
じて、ネットワークとして緊急通行車両の通行ルートを確
保するために広域的な見地から指示を行うものとする。

（２）道路啓開等
　道路管理者は、滋賀県域道路啓開計画等に基づき、交
通管理者や関係機関と連携し、緊急車両等が通行でき
るよう、早急に最低限の瓦礫処理や簡易な段差修正、放
置車両等の撤去を行う。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第3　緊急輸送用機器および要員の確保 第3　緊急輸送用機器および要員の確保
応‐106 １ 緊急通行車両の取扱い

（１）道路整備特別措置法第12 条の規定により料金を徴
収しない緊急自動車が災害時に緊急輸送等のため通行
するときは、緊急通行車両として知事または県公安委員
会が交付した緊急通行車両確認証明書および標章によ
ることとし、通行取扱いについては滋賀県道路公社また
は西日本高速道路㈱の指示によるものとする。

１ 緊急通行車両の取扱い
（１）道路整備特別措置法第12 条の規定により料金を徴
収しない緊急自動車が災害時に緊急輸送等のため通行
するときは、緊急通行車両として県警察が交付した緊急
通行車両確認証明書および標章によることとし、通行取
扱いについては滋賀県道路公社または西日本高速道路
㈱の指示によるものとする。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第６章　二次災害防止、ライフライン等応急対策 第６章　二次災害防止、ライフライン等応急対策

第３節　ライフライン応急対策 第３節　ライフライン応急対策

第１　電力施設 第１　電力施設

応-113 ３ 広報宣伝等
関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、
停電状況等の被災状況を広報宣伝車、報道機関などを
活用して住民に広報する。また、火災発生等の二次災害
を防止するため、電気施設・電気機器使用上の注意、復
旧の見通し等も併せて広報する。

３ 広報宣伝等
関西電力株式会社および関西電力送配電株式会社は、
停電による社会不安の除去のため、電力施設被害状況
および復旧状況、公衆感電事故や電気火災を防止する
ために広報する。広報については、事実に基づく正確な
情報をテレビ、ラジオ、新聞等の報道機関、ホームペー
ジ、停電情報アプリ、SNSおよびLアラート等を通じて行
うほか、状況に応じて広報車等により直接当該地域へ周
知する。
また、必要に応じて、自治体が所管する防災無線や防災
メール等を活用し町民へ周知する。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第８章　被災者の生活支援対策 第８章　被災者の生活支援対策

第１節　災害救助法の適用 第１節　災害救助法の適用

第１　災害救助法の適用基準 第１　災害救助法の適用基準

応-126 （４）災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害
にかかった者の救護を著しく困難とする内閣府令で定め
る特別の事情である場合であって、かつ多数の住家が滅
失した場合。

１　災害が発生した場合
（４）災害が隔絶した地域に発生したものである等、被災
者の救護を著しく困難とする内閣府令で定める特別の
事情である場合であって、多数の住家が滅失した場合。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-126 （追加） ２　 災害が発生するおそれがある場合
災害が発生するおそれがある段階において、国が災害対
策基本法に基づく 特定災害対策本部等を設置し、滋賀
県内がその所管区域に含まれ、本町において、当該災害
により被害を受けるおそれがあり、多数の者が生命また
は身体に危害を受け、または受けるおそれが生じた場合
であって、 内閣府令 で定める基準に該当する場合。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第４　災害救助法による救助の種類と救助の委任 第４節　災害救助法による救助の種類と救助の実施
応-127 （追加） 法に基づく救助は、知事が行う。ただし、次に掲げる救助

については、災害ごとに知事が救助の事務の内容および
期間を町に通知することにより、町長が救助を実施する
ことがある。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-128 １　救助の種類

（８）被災した住宅の応急修理

１　救助の種類
ア　災害が発生した場合
（８）被災した住宅の応急修理
①住宅の被害の拡大を防止するための緊急の修理
②日常生活に必要な最小限度の部分の修理

同上

応-128 （追加） イ　災害が発生するおそれがある場合
（１）避難所（福祉避難所を含む）の供与

同上

応-128 ２　職権の委任
上記の援助の実施について、知事は必要があると認める
ときは救助の実施に関する事務の一部を町長に委任す
ることがある。町長が行うこととなった場合、知事が事務
の内容および当該事務を行う期間を通知する。
救助の実施に関し、知事の職権の一部の委任を受けた
町長は、その職権を行使したときは、速やかにその内容
を詳細に知事に報告する。

２　救助の実施
上記の救助の実施について、知事の権限に属する救助
の実施に関する事務の一部を町長が執行したとき、町長
は速やかにその内容を詳細に知事に報告する。

滋賀県地域防災計画に参考に文言修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第２節　飲料水・食糧・生活必需品等の供給 第２節　飲料水・食糧・生活必需品等の供給

第１　食糧の供給 第１　食糧の供給
応ｰ130 ４ 食糧の配布・供給

（３）食料の給与にあたっては、粉ミルク等の乳幼児に適
した食品や高齢者・重症心身障がい者等に適した食品、
アレルギー疾患者に適した食品の調達・供与に配慮す
る。

４　食糧の配布・供給
（３）食料の給与にあたっては、粉ミルク・ 液体ミルク等の
乳幼児に適した食品や高齢者・重症心身がい害者等に
適した食品、アレルギー疾患者に適した食品の調達・供
与に配慮する。
なお、授乳支援等においては、授乳アセスメントシートの
活用により普段の授乳方法や希望等を聞き取るなど、母
親や乳幼児に必要な配慮に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

第３　生活必需品等の供給 第３　生活必需品等の供給

応‐132 ２　供給する生活必需品の内容
被災者の実情に応じて次に掲げる品目の範囲内におい
て生活物資を備蓄し、給（貸）与する。

２　供給する生活必需品等の内容
被災者の実情に応じて次に掲げる品目の範囲内におい
て生活物資を備蓄し、給（貸）与する。
なお、生活必需品等の備蓄品の調達にあたっては、要配
慮者、女性、子どもにも配慮 し、 製品の選定にあたって
女性職員や防災会議の女性委員の意見を聞くものとす
る。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第３節　住宅対策 第３節　住宅対策

第２　被災住宅の応急修理等 第２　被災住宅の応急修理等
応‐136 （追加） １　住宅の被害の拡大を防止するための緊急の修理

（１）対象者
　災害のため住家が半壊、半焼もしくはこれらに準ずる
程度の損傷を受け、雨水の浸入等を放置すれば住家の
被害が拡大するおそれがある者。

滋賀県地域防災計画の修正による

応‐136 （追加） （２）応急修理
　町は、住家の被害の拡大を防止するための屋根、外
壁、建具 (玄関、窓やサッシ等 )等の 必要な部分に対
し、合成樹脂シート、ロープ、土のう等を用いて緊急の修
理を行う。
　県は、災害救助法が適用された場合、被災した住宅の
被害の拡大を防止するための緊急の修理を実施する。た
だし、県は、町にその業務を委任することがある、

同上

応‐136 （追加） （３）費用の限度、期間等
　費用の限度、期間等については、「災害救助法による救
助の程度、方法および期間ならびに実費弁償の基準」
（平成 25 年 10 月 1 日付内閣府告示第228号）第7
条による。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応‐137 １　応急修理対象者
災害のため住家が半壊または半焼し、当面の日常生活
を営むことができない被災者のうち、自らの資力では被
災家屋の応急修理ができない者

２　日常生活に必要な最小限度の部分の修理
(１)対象者
　災害のため住家が半壊、半焼もしくはこれらに準ずる
程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をすること
ができない者または大規模な補修を行わなければ居住
することが困難である程度に住家が半壊した者。

同上

応‐137 ２　応急修理
町は、被災家屋の居室、炊事場およびトイレ等、最低限日
常生活に欠くことのできない部分について応急修理を実
施し、居住の安定を図る。
県は、災害救助法が適用された場合、最低限日常生活に
欠くことのできない部分について被災家屋の応急修理を
実施する。ただし、知事が認めた場合は、町にその業務
を委任することがある。

(２) 応急修理
町は、被災した住宅の居室、炊事場、便所等日常生活に
必要最小限度の部分に対し、応急修理を実施し、居住の
安定を図る。
県は、災害救助法が適用された場合、被災した住宅の日
常生活に必要最小限度の部分に対し、被災家屋の応急
修理を実施する。ただし、県は、町にその業務を委任する
ことがある。

同上

応‐137 ３　応急修理戸数、費用の限度、期間等
応急修理戸数、費用の限度、期間等については、「災害
救助法による救助の程度、方法および期間」のとおりとす
る。

(３) 費用の限度、期間等
費用の限度、期間等については、「災害救助法による救
助の程度、方法および期間ならびに実費弁償の基準」
（平成 25 年 10 月 1 日付内閣府告示第 228 号）第
7 条による。

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

第９章　衛生環境等の対策 第９章　衛生環境等の対策

第２節　防疫および保健衛生 第２節　防疫および保健衛生

第１　防疫活動 第１　防疫活動

応-149 災害発生時における被災地の防疫は、この計画に定める
ところにより迅速に実施し、伝染病の発生と流行の未然
防止に万全を期する。

災害発生時における被災地の防疫は、この計画に定める
ところにより迅速に実施し、感染病の発生と流行の未然
防止に万全を期する。

東近江保健所からの教示による

応-149 １　実施者
（３）県は、被災地の状況、町の処理能力等を勘案し、感
染症の予防および患者の医療に関する法律（本節では
「法」という。）第29条第２項に基づく物件に係る措置を
行う。

１　実施者
（３）県は、被災地の状況、町の処理能力等を勘案し、感
染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律（本節では「法」という。）第29条第２項に基づく物件に
係る措置を行う。

法律名の誤りによる

応-149 ２　防疫活動の種類と方法
（４）そ族昆虫等の駆除
法第27条第２項の規定により知事の指示に基づき、感
染症の病原体に汚染された場所の消毒を行う。（法第50
条第１項の規定により実施される場合を含む。）

２　防疫活動の種類と方法
（４）そ族昆虫等の駆除
法第27条第２項の規定により知事の指示に基づき、当
該ねずみ族、昆虫等を駆除する。（法第50条第１項の規
定により実施される場合を含む。）

東近江保健所からの教示による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

応-149 ２　防疫活動の種類と方法
（７）避難所の防疫指導等
避難所は、施設の設備が応急仮設的であり、かつ多数の
避難者を収容するため、衛生状態が悪くなりがちで、感
染症発生の原因となることが多いので、県防疫職員の指
導のもと、町において防疫活動を実施する。この際、施設
の管理者を通じて、衛生に関する自治組織を編成し、そ
の協力を得て指導の徹底を期する。
また、町は自らが設置する避難所に隣接して、愛玩動物
の収容所を獣医師等の助言・協力を得て設置するよう検
討する。

２　防疫活動の種類と方法
（７）避難所の防疫指導等
避難所は、施設の設備が応急仮設的であり、かつ多数の
避難者を収容するため、衛生状態が悪くなりがちで、感
染症発生の原因となることが多いので、県防疫職員の指
導のもと、町において防疫活動を実施する。この際、施設
の管理者を通じて、衛生に関する自治組織を編成し、そ
の協力を得て指導の徹底を期する。
また、町は自らが設置する避難所に隣接して、被災者支
援等の観点から愛玩動物の収容所を獣医師等の助言・
協力を得て設置するよう検討する。

滋賀県地域防災計画の修正による

応-150 ３ 報告、記録、整備
（１）県への報告
東近江保健所は、災害防疫活動を実施したときは、防疫
活動状況を県にそのつど報告する。また、防疫活動を終
了した日から20 日以内に県に書類を提出する。
このため、町は東近江保健所に災害防疫活動の状況を
報告しておく。

３ 報告、記録、整備
（１）県への報告
地方本部（健康福祉班）は、管内市町分の災害防疫活動
実施状況を様式に従って、県本部（健康医療福祉部長）
へ報告する。地方本部（健康福祉班）は、災害防疫等が
完了したときは、20 日以内に管内市町分をとりまとめ県
本部（健康医療福祉部長）へ報告する。
町は、災害状況報告書等、必要関係書類を整備してお
く。

滋賀県地域防災計画を参考に文言修正
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

災害対策本部の組織の見直しによる
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

災害対策本部の組織の見直しによる
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第3編　災害応急対策計画）　新旧対照表

災害対策本部の組織の見直しによる
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頁 修正前 修正後 修正理由

第２章　被災者・被災中小企業等への支援

第１節　生活の安定

第７　災害ケースマネジメント

復-11 （新規） 町は、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再
建に取り組むことができるよう、災害ケースマネジメント
の実施等により、見守り・相談の機会や被災者台帳等を
活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容
易に支援制度を知ることができる環境の整備に努める。

滋賀県地域防災計画の修正による

復-11 第７　治安の確保および交通対策 第８　治安の確保および交通対策 番号繰り下げ

竜王町地域防災計画（第４編　災害復旧計画）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

第１章 総則 第１章 総則

第４節　計画の基礎とする災害の想定 第４節　計画の基礎とする災害の想定

第１　竜王町の地域特性 第１　竜王町の地域特性

原-７ ２　気象
福井県の嶺南地方では、地形の影響などによって南北の
風が卓越して吹く。敦賀発電所に近い敦賀特別地域気
象観測所の風観測統計では、年間を通して南南東から
南の風が最も多く（約40％）、次いで北から北北西の風
が多く（約25％）吹いている。弱い風を除くと季節的な特
徴が明瞭で、夏期（６～８月）は南南東の風が約60％、ま
た、冬期（12～２月）は北から北北西の風が約50％の割
合で吹いている。平均風速は、平年値（1981年～2010
年）で4.1m/s である。
福井県境の滋賀県北部地方にある今津地域気象観測所
では、年間を通して北西から西の風が最も多く、特に冬
期は約55％の割合で吹いている。また、長浜地域気象
観測所においても年間を通して北北西から北西の風が
最も多く、次いで、東から東南東の風とな
る。季節ごとにみると、夏期を除いては北北西から北西
の風が最も多く、冬期では約30％を占める。夏期は東か
ら東南東の風が約25％と最も多く、北西の風は10％程
度となっている。
（気象庁の観測データを使用、統計期間は敦賀1988 年
2 月～2019 年12 月、今津および長浜1978 年11 月
～2019 年12 月）

２気象
福井県の嶺南地方では、地形の影響などによって南北の
風が卓越して吹く。敦賀発電所に近い敦賀特別地域気
象観測所の風観測統計では、年間を通して南南東から
南の風が最も多く（約40％）、次いで北から北北西の風
が多く（約25％）吹いている。弱い風を除くと季節的な特
徴が明瞭で、夏期（６～８月）は南南東の風が約60％、ま
た、冬期（12～２月）は北から北北西の風が約50％の割
合で吹いている。平均風速は、平年値（1991年～2020
年）で4.1m/s である。
福井県境の滋賀県北部地方にある今津地域気象観測所
では、年間を通して北西から西の風が最も多く、特に冬
期は約55％の割合で吹いている。また、長浜地域気象
観測所においても年間を通して北北西から北西の風が
最も多く、次いで、東から東南東の風とな
る。季節ごとにみると、夏期を除いては北北西から北西
の風が最も多く、冬期では約30％を占める。夏期は東か
ら東南東の風が約25％と最も多く、北西の風は10％程
度となっている。
（気象庁の観測データを使用、統計期間は敦賀1988 年
2 月～2023 年12 月、今津および長浜1978 年11 月
～2023年12 月）

平年値期間の更新および統計期間最終年
の更新

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表

第２　前提となる事態の想定等

原‐８ ５　拡散予測を行う日の選定
平成22 年（2010 年）のアメダスデータを基に、滋賀県
に影響が大きくなると考えられる日を設定する。日本原
子力発電(株)敦賀発電所、関西電力(株)美浜発電所に
ついては美浜のアメダスデータを、関西電力(株)大飯発
電所、関西電力(株)高浜発電所については小浜のアメ
ダスデータを基に、日中９時から15 時までの間で、滋賀
県に影響を及ぼす風向を考慮し、比較的風速が低い(～
１m/ｓ)日を選定する。

５　拡散予測を行う日の選定
平成22 年（2010 年）のアメダスデータを基に、滋賀県
に影響が大きくなると考えられる日を設定する。日本原
子力発電(株)敦賀発電所、関西電力(株)美浜発電所に
ついては美浜のアメダスデータを、関西電力(株)大飯発
電所、関西電力(株)高浜発電所については小浜のアメ
ダスデータを基に、日中９時から15 時までの間で、滋賀
県に影響を及ぼす風向を考慮し、比較的風速が小さい
(～１m/ｓ)日を選定する。

滋賀県地域防災計画の修正による。

第８節　防災関係機関の事務または業務の大綱 第８節　防災関係機関の事務または業務の大綱

第５　指定地方行政機関 第５　指定地方行政機関

原ｰ18 11.近畿地方整備局
(滋賀国道事務所)
(琵琶湖河川事務所)

11 近畿地方整備局
(滋賀国道事務所)
(琵琶湖河川事務所)
(大戸川ダム工事事務所)

滋賀県地域防災計画の修正による。
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表

第２章　災害事前対策 第２章　災害事前対策

第８節　住民等に対する原子力防災に関する知識の普及
と啓発

第８節　住民等に対する原子力防災に関する知識の普及
と啓発

第３　要配慮者への配慮 第３　要配慮者への配慮

原ｰ32 町が原子力防災知識の普及と啓発を行うに際しては、要
配慮者へ十分に配慮することにより、地域において要配
慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、
被災時の男女のニーズの違い等、男女双方の視点へ十
分に配慮するよう努める。

町が原子力防災知識の普及と啓発を行うに際しては、要
配慮者へ十分に配慮することにより、地域において要配
慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、
被災時の男女のニーズの違い等、男女双方の視点へ十
分に配慮するよう努めることに加え、家庭動物の飼養の
有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう努め
る。

滋賀県地域防災計画の修正による

第３章　緊急事態応急対策 第３章　緊急事態応急対策

第２節　情報の収集・連絡、緊急連絡体制および通信の
確保

第２節　情報の収集・連絡、緊急連絡体制および通信の
確保

第１　緊急時や施設敷地緊急事態等発生情報等の連絡 第１　緊急時や施設敷地緊急事態等発生情報等の連絡

原‐38 １ 情報収集事態発生が発生した場合
県は、原子力規制委員会から連絡があった場合など、情
報収集事態の発生を認知した場合には、連絡体制の確
立等の必要な体制をとるものとする。また、情報収集事
態の発生を認知したことについて、関係周辺市および関
係する指定地方公共機関に連絡するとともに、その他の
市町にも連絡する。

１ 情報収集事態発生が発生した場合
県は、原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室から
連絡があった場合など、情報収集事態の発生を認知した
場合には、連絡体制の確立等の必要な体制をとるものと
する。また、情報収集事態の発生を認知したことについ
て、関係周辺市および関係する指定地方公共機関に連
絡するとともに、その他の市町にも連絡する。

滋賀県地域防災計画の修正による
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表

原‐38 ２ 警戒事態が発生した場合
県は、原子力規制委員会から連絡があった場合など、警
戒事態の発生を認知した場合には、連絡体制の確立等
の必要な体制をとるものとする。また、警戒事態の発生を
認知したことについて、関係周辺市および関係する指定
地方公共機関に連絡するとともに、その他の市町にも連
絡するものとする。

２ 警戒事態が発生した場合
県は、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒
本部から連絡があった場合など、警戒事態の発生を認知
した場合には、連絡体制の確立等の必要な体制をとるも
のとする。また、警戒事態の発生を認知したことについ
て、関係周辺市および関係する指定地方公共機関に連
絡するとともに、その他の市町にも連絡するものとする。

同上

原‐39 ４ 応急対策活動情報の連絡
■連絡系統図
（１）施設敷地緊急事態発生時
警察本部

４ 応急対策活動情報の連絡
■連絡系統図
（１）施設敷地緊急事態発生時
県警察

同上

原‐39 （２）全面緊急事態発生時
オフサイトセンター（原子力災害合同協議会）
警察本部

（２）全面緊急事態発生時
オフサイトセンター（原子力災害合同対策協議会）
県警察

同上
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（第５編　原子力災害対策編）　新旧対照表

第４章　原子力災害中長期対策

第５節　被災者等の生活再建等の支援

原ｰ60 （追加） ②町は県と連携し、被災者が自らに適した支援制度を活
用して生活再建に取り組むことができるよう、災害ケース
マネジメントの実施等により、見守り・相談の機会や被災
者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、
被災者が容易に支援制度を知ることができる環境の整
備に努める。

防災基本計画の修正による

原ｰ60 ②町は国および県と連携し、被災者の自立に対する援
助、助成措置について、広く被災者に広報するとともに、
できる限り総合的な相談窓口等を設置する。

③町は国および県と連携し、被災者の自立に対する援
助、助成措置について、広く被災者に広報するとともに、
できる限り総合的な相談窓口等を設置する。

番号繰り下げ

原ｰ60 ③町は県と連携し、被災者の救済および自立支援や、被
災地域の総合的な復旧・復興対策等をきめ細かに、か
つ、機動的、弾力的に進めるために、特に必要があるとき
は、災害復興基金の設立等、機動的、弾力的推進の手法
について検討する。

④町は県と連携し、被災者の救済および自立支援や、被
災地域の総合的な復旧・復興対策等をきめ細かに、か
つ、機動的、弾力的に進めるために、特に必要があるとき
は、災害復興基金の設立等、機動的、弾力的推進の手法
について検討する。

同上

 65



頁 修正前 修正後 修正理由

１　地域防災計画関係資料

１－１　防災関係機関災害連絡窓口

資ｰ３ (6)その他防災関係災害連絡窓口 (6)その他防災関係災害連絡窓口
近畿地方整備局　大戸川ダム工事事務所　所在地　大
津市大萱１丁目19-32　電話　077-545-5675

滋賀県地域防災計画の修正による

１－21　計画の対象となる原子力事業所

資-44 事業所名 高浜発電所
事業者名 関西電力株式会社
所在地 大飯郡高浜町田ノ浦１

事業所名 高浜発電所
事業者名 関西電力株式会社
所在地 大飯郡高浜町田ノ浦

滋賀県地域防災計画の修正による

１－23 各緊急事態区分を判断するEAL の枠組みについて

資-48 ※原子力災害対策指針（令和５年11月１日）に示される
各発電所の該当EALは以下のとおり

※原子力災害対策指針（令和６年９月11日）に示される
各発電所の該当EALは以下のとおり

滋賀県地域防災計画の修正による

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表
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頁 修正前 修正後 修正理由

竜王町地域防災計画（資料編）　新旧対照表

資ｰ54 (追加） 関係資料の追加
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